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2E18 光ディスクの 標準化戦略と 日本型技術システムの 再考 

0 小川紘一 ( 東大ものづくり 経営所 ) 

1. はじめに 
国際標準化活動の 中で日本企業の 競争優位をどのように 構築すれば良 いの 

だろうか。 こうした問いに 対してまずは 日本企業の勝ち パ覚ンを 探し出し、 これを 
戦略化するための 標準化の有り 方について、 製品アーキテクチャの 視点から議論す 
るのが本報告の 狙いであ る。 今回は特に CD や DVD に代表される 光ディスク産業 

に 焦点を当て報告する。 

2. コンスーマ市場の 光ディスク 

光ディスクの 標準化は 1972 年に P 柵 ps が提案した VideoLongPlayer(VLP) から 始 

  

規模でコンスⅡ市場を 席巻した。 これらはいずれも 当時の絵の出る 力 - ドや VTR, 
更にはアナロバの LP レコードなと 覇権 争いを繰り広げながら 大量普及への 道を開い 
た 。 ここで我々は、 標準化が日本企業主導で 争われしかも 販売が OEM では無く 
自社 フ ・ランドを双面に 出す展開だったことに 留意しなければならない。 これによって 
販売価格を適切に 維持することが 可能になⅢ図 1) 、 ここから世界的な 規模の マ - 

ケテ 、 ノゥ 。 原資が生み出されて 大量普及 と高 収益を同時に 実現させることが 可能に 
なった。 特に規格を主導する 技術力と フ 。 ランド展開を 主導する ロコ 。 が強力なライセンス 

政策を生み出し、 更には基幹部品を 積極的に外販しても 製品価格の維持が 可能 
になり、 大量普及した 製品インフラの 上で付加価値を 上位ト ャ に展開する映像 や 
音楽などのコンテンツ ビ ゾネスへと、 Value.Chain をスムー ガ に構築することができた。 
まさに日本企業が 得意とする統合型のもの 造り経営が強力な 標準化活動によっ 
てもたらされる、 という典型的な 成功事例をここに 見ることができる。 

3. コンピュータ 市場の光ディスク (1) 
コンピ r 外 ストト ゾ としての光ディス ク は、 1985 年頃 から標準化の 覇権 争いが 始 

始まった。 その最も代表的な 事例に CD-ROM や CD- Ⅲ rteractive) を巡る争 いがあ 

ぉに，豫 ㍉㍗ 吉揖雙 ㌍ 甜讐き 0 峯努お手互ミ 玉唇 ; ぎる二 % 品蕊宙鮪ヲ宝 指笛 

  

  

  

市場に特化した 3. 5 インチ MOO 光 磁気ディスク ) とその延長で 富士通・ソニーが 制定した 
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GigaMCu 以外は普及するに 至らなかった。 一方デファクト 規格の覇権 争いも威烈で 
あ り、 1985 年頃 の松下電器・ IBM 連合による 430MB の光ディスクなど 多種多様な デ 

ファクト規格が 提案されたものの、 コンピュリ市場で 受け入れたのは Microso 億 主導の 
CD-ROM と完全互換を 持つ CD-R であ った。 その後も多くのデファクト 規格が提案さ 
れはしたが、 普及したのは 何れも CD-ROM や CD-R と互換性を徹底させた 製品だ 
けであ り、 今日の DVD や次世代 DVD もその例外ではない。 

この意味でコンピエタ 市場で使われる 光 ディ勅は、 いずれも フ 。 ランド不要の OEM 
ビ ゾネスが最初から 運命付けられており、 これが ]990 年代から現在に 至る日本の 
光ディスク産業に 対して、 標準化と企業収益の 両立が困難、 という深刻な 問題を内 
臓させてしまった。 標準化がオープン 市場で技術の モゾコ ラ ー 化をもたらし、 モゾュ ラ ー 化が 
技術の拡散を 加速させ、 技術拡散とブランド 不要の巨大な OEM 市場が ァゾァ 諸国に 
オ ー A- 村 ソド の小さい新興の 競合企業を次々と 産み出し、 日本企業はすざましい 
価格 手 に晒されてしまったからであ る ( 図 「の ォづツ 市場・ OEM ビ ゾネス参照 ) 。 

図 l :Brand/oEM ビ ゾネスの価格推移 

改元年 3 年目 5 年目 7 年目 9 年目 
Mi   iDi   c:'95.，D ・ Audio: ， 85.・ 

CD-R/R¥¥                                                   
  

4. 日本企業の現状 
台湾や韓国は 1993 ～ 4 頃 から光ディスク 産業の育成に 乗り出し、 基幹部品の 

人手が容易でブランド 構築も不要の OEM び ゾネスに集中して 取り組んだ。 政府の 
育成政策が功を 奏し、 Ⅷ ndowsg5 による CD 叩 OM の本格 サが 卦が始まった 1996 
年頃 から多数の台湾・ 韓国企業が価格を 武器に バ ソコン市場に 参入。 これで日本 
の光ディスク 装置は急速にシェアを 落として ]999 年に 50% 以下となり、 2002 年には 
台湾と韓国のいずれにも 負けて 20% まで落ち込んだ " もし日本企業が 
CD-RW やこれに続く DVD で標準化を叶 ド できなかったら、 2001 年頃 には完全に 
市場撤退へと 追い込まれていたであ ろう。 

CD-R や DVD 土 R メデ行も同じ 運命を辿り、 多くの日本企業が 市場から撤退し 
たが、 唯一世界市場で 強力なブランドカ と 販売チャネルを 持つ企業だけが 生き残った。 
メディアは装置のような OEM ではなくブランドを 付けて店頭市場で 売る一種のコンスⅡ 

商品という特徴を 持つためであ る。 但しこれらの 企業も多くはメディアの 製造から 
完全撤退して 台湾やイント。 などへ製造委託しているのが 現状。 メディアの製造でも 
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では 90% を超え、 最新の DVD では日本企業がほぼ 100% の・ ンエア を維持している。 
従って異常な 価格下落が起き 難い。 日本企業が長年に 渡って基幹部品や 基幹 
部材などの市場を 席巻できた大きな 要因がここにあ ると考えられる。 

5. 日本企業の勝ち バ舛と 標準化 
光ディスク関連の 製品を モゾュラ - 里 と 擦り合わせ型に 分類し、 またそれぞれの 製 

品が 販売される市場を オつ 。 ンとゥ叶ガに 分類した時、 日本の光ディスク 産業がどの 
ような勝ち イタ つになるだろうか ?  これを要約したのが 図 2 であ る。 これまで述べ 
たように、 基幹部品や製造設備を 買えば量産できる モゾュラ 一型の製品 ( 装置や メ干     

77 など ) で日本企業が 勝ち イ外ンを 構築するには、 圧倒的な フ ・ランドカ と 販売チャネル 

を 持っ以外に手はない。 ただし製品の 標準化を常に 叶ト 。 してライセンス 向け二になる 
ことが競争優位の 基本要件であ る。 これを図 2 の勝ち パ覚ン A で示した。 フ 。 ラント モ 
ライセンスカの 無い台湾や中国企業は 徹底した低コスト 製造以外に生きる 道は無いが、 
ブランドカ と 販売力で高収益を 実現させる日本の 記録メディア 業界は、 DeH に代表さ 
るビ ゾネス・ ァ - キテゥ チャを 、 勝ちパトン A の中で創出していた、 と言っても良い。 日本 
の光ディスク 産業は、 苦節 15 年を経て漸く 独創的な ビ ゾネスを作り 上げた。 

図 2: 日本企業、 勝ち イ外ン 形成の標準化要件 

Ope 南場 イ   Closed ー 市場 

B  内部に技術封じ 込め ( 擦り 製品ルフラの 上で、 部品の覚部仕様だけを 

市場へは汎用化 ( モシ・ 、 ラ - 也   

C  ソリューション 、 
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なお最近興隆した DVD ぬ - ダ - は、 光ディスクの 装置 ビ ゾネスを ァメ肋 主導のコンビュー 

外ビ ゾネスインフラから 引き離し、 これを日本企業が 主導するコンスーマ 市場へと 15 年 ぶ 
りに転換させる 記念すべき商品であ るが、 これも勝ち パ覚ン A で示す ヒ 。 ，ン 。 ネス・モデル 

が 戦略の中心になっている。 
光ビカ アップに代表される 基幹部品。 は図 2 の パ覚ン B となる。 標準化によって 開 

示される情報や 装置 メづ との擦り合わせによって 得た技術情報から 光ピけ乃フ 。 
は 設計・試作されるが、 ユーザ であ る装置 メ 劫は光ピカ 乃プ 0 機能・性能を 実現す 
る 内部情報 ( 技術トハ ウ ) を知らなくても 装置へ組み込くことが 可能であ る。 この 意 
味 で光ピカアップ メ Ⅰが技術 ト / うを内部に封じ 込め易くなり、 しかも 光 ピックコソ プ の 
外部形状や取り 付け方法などに 関する外部仕様を 装置 メづと 擦り合わせながら 

  

  

支えて来た。 別の見方をすれば、 台湾・韓国・ 中国が低コストで 世界市場を拡大し 
日本企業がその 努力の上で高収益の 部品 ビ ゾネスを展開していることになる。 この 

勝ち 害矩ど 寒雷 朋鉗讐ヒ惇ンは 煕彊 豊男軍あ 耳目緩ば 宜 芸事 冨措ヒざ轟 ㌔実を 
直視し、 ここから練り 上げられた戦略が 勝ち㎡トン (A+B) であ る。 日立と LG 電子、 

  

ライセンス権 であ る。 ライセンス権 によって日本企業主導の ( 出資比率 51% 以上の ) 合 

  

LG の合弁会社 (HLDS) は 3 年後の 2003 年に世界最大の 光ディスク装置 メ Ⅰ へと 

った 。 

  

が 、 日本主導の DVD 標準化とライセンス 政策によって 東ァゾァ 諸国に生まれた。 この 

茗沖彦寵鴬 召請 尹仁牒鵠 ㌔ 患摯督傍 聖書 翼亀軽 仁 - 韮 農芸石笛 用 昇沈 き 。 
統合もの造り 論、 として期待が 大きい。 

して 鴇 ㌍ お ぶニ 婁謹 溝蓋才器 目テ 詩篇陸島 瑞臣紹雙崔 ，蛭目 宙 生生 舌驚丁 品書㍊ ; の 

づくり 炉ダが 不在であ るだけで無く 、 低コスト製造力のあ る企業が台湾・ 韓国・中国 

などで次々に 生まれている 事実がその背景にあ ると思われる。 
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